























































































































解約率 = 解約数（ある期間） ÷ 顧客数（その期間）
この式を使って架空の値でシミュレーションを
行った結果を下記に記載した。
図表の通り、例として年間36件（月3件）の顧客を
獲得しても、解約率が30%を超えると2年後以降は
ほぼ成長しないことが見てとれる。（実際には新規
（値は架空）
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システム開発やサーバの管理など限られたリソース
で全てに対応することは難しい。
そこで当社では、クラウドシステムの活用でサー
バレスアーキテクチャを選択することでこれらを実
現する方法を選択した。
具体的には、AWS（Amazon Web Services）の
Lambdaの活用である。
これにより、開発工数やサーバの管理作業を削減し、
当社本来のサービスの開発に専念することができた。
まとめ
中小企業診断士の支援先の多くは製造業、小売業
などの典型的なビジネスを長く続けている企業が多
い。本件のようなAIなどの最新技術を活用して大
きくサービスを展開している企業を中小企業診断士
が支援することは少ないであろう。
しかし、今後増えてくる企業は製造業、小売業な
どの典型的なビジネスよりも、当社のような新しい
ビジネスと予想される。また、そのような企業を支
援する際にに求められるのは、経営知識だけでなく
高いIT技術力が必要になる。
2020年代は情報社会（Society 4.0）に続く、ソサ
エティ 5.0の時代と言われている。Society 5.0とは、
サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空
間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展
と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会
（Society）である。
中小企業診断士の支援に求められるものも「情報
の提供」から技術を活用した「作品」に変化してくる
と著者は考える。
獲得数も減少することが予想される）
同じような営業努力を行い、新規顧客を獲得しても解
約率が高いと結果の違いは一目瞭然であり、獲得した
顧客と関係を続けることがどれだけ大切なのかわかる。
2．解約率を下げる対策
解約率を下げる対策としては下記のような対策が
考えられる。
●　最初から長期契約（一年縛りなど）を結ぶ
●　操作ログから解約しそうなユーザを探す
●　顧客との関係強化（定期訪問、セミナーなど）
●　解約理由のヒアリングと分析
●　最初から解約しなさそうな顧客を探す（競争
の少ない業界、役所、大企業など）
この中でも、「操作ログから解約しそうなユーザ
を探す」という手法はITサービスならではといえ
る。顧客が当社のITサービスをどのように利用し
（または利用しない）かをログから分析し、解約する
顧客に共通する事象を分析し対応を取ることで解約
率を下げることができると考えられる。
また上記の対極として「顧客との関係強化（定期訪
問、セミナーなど）」も重要である。IT企業では得
意なデータ分析に力をいれて、実際の顧客との面談
による肌感覚や温度差を重視しない傾向がある。し
かしデジタルなデータ以外の情報の収集と分析も実
際の顧客を理解する上では非常に重要であることを
忘れてはいけない。
3．サービス拡大のための技術的知識
ITサービスを拡大していくには、技術的にも難
易度の高い壁を超えていく必要がある。
利用者が当たり前に感じている、「何時でも利用
できる」「何処でも利用できる」「何人でも利用でき
る」ということを実現されている背景には、負荷分
散や並列処理などの技術が利用されている。
当社でも現状のサービスをさらに拡大するには
より難易度の高いIT技術を活用する必要があるが、
出典：AWSホームページ  https：//aws.amazon.com/jp/serverless/
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